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令和３年９月１４日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

認知症施策・地域介護推進課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室）  御 中 
 

← 厚生労働省 認知症施策・地域介護推進課 

今回の内容 

「指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準第十三条第十八号

の三に規定する厚生労働大臣が定める

基準」の告示及び適用について（通知） 

計２枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3979) 

F A X  : 03-3503-7894 
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老発 0914 第１号 

令和３年９月 14 日 

各都道府県知事 

各市区町村長   

 

厚生労働省老健局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第十三条第十八号の

三に規定する厚生労働大臣が定める基準」の告示及び適用について（通知） 

 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第十三条第十八号の三に規定する

厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第 336号）が別添のとおり本日告示さ

れ、令和３年 10月１日から適用することとされたところである。本告示の趣旨及び内容

は、下記のとおりであるので、十分御了知の上、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底

を図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 本告示の趣旨 

居宅介護支援について、より利用者の意向や状態に合った訪問介護の提供につなげる

ことのできる居宅サービス計画の作成に資するよう、検証方法として効率的で訪問介護

サービスの利用制限につながらない仕組みが求められていることを踏まえ、区分支給限

度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める居宅サー

ビス計画を作成する居宅介護支援事業所を事業所単位で抽出するなどの点検・検証の仕

組みを導入するため、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11

年厚生省令第 38号）において、厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であって、か

つ、市町村からの求めがあった場合には、居宅サービス計画の届出等を義務付けること

としたところ、当該厚生労働大臣が定める基準を定めるもの。 

 

第２ 本告示の内容 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第 13条第 18号の３に規定す

る厚生労働大臣が定める基準について、居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サ

ービス等に係る居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービ

ス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下「サービス費」という。）の総額が介護

保険法（平成９年法律第 123号）第 43条第２項に規定する居宅介護サービス費等区分支

給限度基準額に占める割合を 100 分の 70 以上とし、訪問介護に係る居宅介護サービス

費がサービス費の総額に占める割合を 100分の 60以上とするもの。 

 

第３ 適用期日 

令和３年 10月１日 

殿 




